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別紙

秘密を要する調達に係る建設工事等の発注について

「公共調達の適正化を図るための措置について（通知 （経装第１１０２０号。１８．）」

１２．７ （以下「措置通知」という ）付紙第１の１２により、契約担当官等が実施に） 。

関し必要な細部事項を定めることとされていることから、建設工事等（内部部局、地方

防衛局、地方防衛支局（長崎防衛支局を除く ）及び名護防衛事務所が発注する建設工。

事等（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に定める建設工事並びにこ

れに付随する測量等の調査、設計、及び監理その他事業をいう ）のうち 「秘密を要。） 、

する場合における調達」に指定された建設工事等について、企画競争を実施する場合の

細部事項の（案）を次のとおり示すものである。

なお、実施に当たっては諸法令等を遵守すると共に、工事基本計画書などに照らし、

事業内容、特殊性及び機密性等を総合的に勘案し企画競争の必要性について十分検討の

上、疑念を抱かれないよう運用されたい。

１ 企画競争資料等の提出を求める際に公示、交付及び通知する資料

工事請負又は業務委託を希望する者に提出を求める参加表明書・企画競争資料の提

出方法等は、次によることとする。

⑴ 手続開始の公示

支出負担行為担当官及び分任支出負担行為担当官(以下「支出負担行為担当官

等」という）は、手続を開始する公示（参考例を付紙第１に示す ）を行い、希望。

者に対しては参加表明書作成要領（参考例を付紙第２に示す ）を交付することと。

し、参加表明書の提出をさせることとする。

なお、措置通知付紙第１「７ 募集期間」に基づき、応募締切日の前日から起

算して少なくとも１０日前までに、急を要する場合においても応募締切日の前日

から起算して少なくとも５日前までに募集するものとする。

⑵ 提出された参加表明書を審査し整理の上、企画競争の資料提出を要請する者を複

数者選定し要請を行う。ただし、資料提出の応募資格に足る者が複数者に満たな

い場合には、その限りではない。

⑶ 企画競争資料提出要請

支出負担行為担当官等は、企画競争資料の提出を要請する者に、企画競争資料

提出要請書を送付することとする。参考例を付紙第３に示す。

企画競争資料提出要請書には、契約書(案)（違約金条項、装備品等秘密の保全

に関する特約条項及び特定費目の代金の確定に関する特約条項を含む 、見積心得）

書、仕様書及び現場説明書、建設工事等に係る秘密保全対策ガイドライン（建設

工事等に係る秘密等の保全又は保護の確保について（防整施（事）第１２号。２

７．１０．１）に規定する建設工事等に係る秘密保全対策ガイドラインをいう ）。

その他必要な資料を添付するものとする。ただし、秘文書等は添付してはならな

いものとする。



⑷ 企画競争資料作成要領

企画競争資料の作成方法は、企画競争資料作成要領によることとし、企画競争

資料提出要請書と共に送付するものとする。参考例を付紙第４に示す。

なお、企画競争資料の作成に必要な訓令等についても、必要に応じて添付する

ものとする。

⑸ 提出された企画競争資料については、企画競争資料提出要請書及び企画競争資料

作成要領に定めた事項が記載されていることを確認することとする。

⑹ 企画競争資料の提出は持参によることとする。

⑺ 契約候補者は企画競争資料の内容が最も優れた者を選定するものとする。

⑻ 契約候補者に選定された者に対しては、その旨を所定の時期までに通知すること

し、見積算出のために秘文書等を貸し出す必要がある場合は速やかに「秘密の保

全に関する誓約書」を提出させるものとする。参考例を付紙第５に示す。

⑼ 「秘密の保全に関する誓約書」を提出した者に対し、見積算出に必要な秘文書等

の貸出しを行うものとする。

なお、貸出しした秘文書等については見積合わせを行った後、速やかに返却さ

せるものとする。

⑽ 見積合わせを行った結果、上記(7)により選定された者が辞退した場合、企画競

争資料の内容から当該工事（業務）の適性な遂行及び秘密保全を適正に行い得る

と判断できる者のうち、次順位者を契約候補者として選定することができる。

なお、この場合においては、上記(8)以降と同様の手続とする。

２ 秘密を要する場合における調達についての注意点

⑴ 工事請負契約書（設計等技術業務委託契約書）には秘密の保全に係る特約条項及

び違約金に関する特約条項を付すこと。

⑵ 「秘密等の保全又は保護の確保に関する違約金条項の取り扱いについて(通達)」

（防経装第３２７０号。１９．３．２９）及び「建設工事等に係る秘密保全対策

ガイドライン(案）について(通知) （装技調第６３号。２１．７．３１）につい」

て、遺漏なきよう措置すること。

⑶ 本工事（業務）の受注者が、本工事(業務）の一部を第三者に下請負(再委託等）

させる場合は、当該下請負者（当該再委託等先）が秘に指定された文書等又は秘

密事項を含む文書等を取扱う必要がある場合は、当該下請負者（当該再委託等

先）は、支出負担行為担当官等と秘密保全に関する規定を含む契約を締結するこ

と。

⑷ 秘密の保全措置に必要な費用

目安として、秘密の保全措置に必要な費用の概算額を企画競争資料作成要領に

記載するものとする。

⑸ 秘密の保全措置に必要な費用に係る契約変更手続



ア 特定費目の代金の確定に関する特約条項第２条による代金の確定のため、設計

変更が必要となる場合には、遅滞なく手続を行うものとする。

イ 業務委託料の変更に当たり、秘密の保全措置に必要な費用については、秘密に

係る施設の建築工事、設備工事及び通信工事積算価格算定実施要領について（防

整技第７３９６号。２８．４．１）に基づき適切に積算価格を算定するものとす

る。また、同措置に必要な費用については、特定費目の代金の確定に関する特約

条項により業務の履行期間内に精算するものとする。

ウ 特定費目の代金の確定に関する特約条項に基づく業務委託料の精算に当たり、

変更契約書には次のとおり記載するものとする。

（減額する場合）

１ 「特定費目の代金の確定に関する特約条項」第２条に基づき、業務委託料

を￥○○○○減額し、代金を確定する。

２ その他の事項に変更なし。

（増額及び減額しない場合）

１ 「特定費目の代金の確定に関する特約条項」第２条に基づき、業務委託料

は増減なしとして、代金を確定する。

２ その他の事項に変更なし。

３ 留意事項

⑴ 本工事（業務）の契約にあたっては、付紙第６に示す業務の流れを参考とするこ

ととする。

⑵ 特定費目の代金の確定に関する特約条項は付紙第７とする。

⑶ 設計・施工を一括して発注する場合においては 「秘密の保全に関する誓約書」、

を受領した後 「設計・施工一括発注方式について（通知 （装本施第３５４５号。、 ）」

、１９．９．１）の基準を準用し、設計提案書の作成依頼以降の業務の流れにより

実施するものとする。

なお、入札参加業者の選定、指名・非指名通知は省略して差しつかえない。

⑷ 公示の段階では図面などが配布されないことから、工事（業務）概要は、なるべ

く工事（業務）の規模、範囲など概略のボリュームが把握できる程度で簡潔に記

載し、本工事（業務）の企画競争に参加を希望する者に対し解りやすいものとす

ること。

なお、工事（業務）の詳細に関する、個別の質問に対して回答することは差し

支えないが、秘の情報が漏洩しないよう十分に注意すること。

添付書類：付紙第１～付紙第７

別紙様式第１～別紙様式第１２

属表第１



付紙第１

企画競争に係る手続き開始の公示(例)

本件工事の請負に係る契約の締結を希望する者は、下記の要領により参加表明書を提

出すること。

提出された参加表明書を公正・厳正に審査の上、企画競争資料の契約候補者として選

定した後、最も適切な企画競争資料を提出した者と、随意契約を行う。

平成○○年○○月○○日

支出負担行為担当官

○○○○○○○○ ○○ ○○

１ 工事概要

(1) 工事名称 ○○○（○○）○○○○○○○（仮称）

(2) 工事場所 ○○○○○

(3) 工事概要（参考例）

・構 造 新設建物 ○○造

・規 模 新設床面積 約○○○㎡

・用 途 ○○○

・内 容 本件工事は、新設建物内部の電磁シールド室設置、約○○㎡

(4) 工 期 平成○○年○○月○○日まで

２ 参加資格、選定基準

参加表明書を提出することができる者は、次に掲げる事項の全てを満足しているこ

と。

(1) 次に掲げる条件を全て満たしている者であること。

ア 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること。

、イ 装備施設本部長から○○工事に係る一般競争参加資格の級別の格付けを受け

○○防衛局に競争参加を希望していること （会社更生法（平成14年法律第154。

号）に基づき更生手続き開始の申し立てがなされている者又は民事再生法（平

成11年法律第225号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者につ

いては、手続開始の決定後、再度、級別の格付けを受けていること ）。

ウ 装備施設本部長が算定した○○工事に係る総合審査通知（資格決定通知書の記

。３の総合審査通知欄の点数）が全ての構成員について○○○点以上であること

エ 会社更生法に基づき更生手続き開始の申し立てがなされている者又は民事再生

法に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者（上記イの再度級別の

格付けを受けた者を除く ）でないこと。。



オ 過去15年間に○○工事(業務)の元請（受注者）として、床面積○○○㎡以上の

電磁シールド室新設を含む工事を施工した実績を有すること （参考例）。

カ 会社内に秘密保全を確実に実施するための実効性の高い組織を設置している又

は本工事契約前に設置していること。

キ ○○防衛局(旧○○防衛施設局を含む)における直近の評定点合計が65点未満で

ないこと。

ク ○○防衛局（旧○○防衛施設局を含む ）が発注した○○工事のうち、平成○。

年度以降平成○年度までに完成・引渡しが完了した工事の施工実績がある場合

においては、当該工事に係る評定点合計の平均が65点以上であること。

ケ 参加表明書の提出期限の日から見積書の提出までの期間に、支出負担行為担当

官から 「工事請負契約等に係る指名停止等の措置要領について（通達 （施本、 ）」

第1605号（CCP 。６．８．31）に基づく指名停止を受けていないこと。）

コ 上記１に示した工事に係る設計業務等の受注者又は当該受注者と資本若しくは

人事面において関連があるものでないこと。

サ ○○防衛局の管轄区域（○○県、○○県、○○県及び○○県）内に建設業法の

許可（当該工事に対応する建設業種）に基づく本店、支店又は営業所が所在す

ること。

(2) 次の基準を満たす主任技術者又は監理技術者を対象工事に専任で配置できること。

なお、配置技術者については、技術資料提出日前３ヶ月以上継続して雇用してい

る者であること。

ア １級建築士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。なお 「これと、

同等以上の資格を有する者」とは次の者をいう。

・ 一級建築施工管理技士の資格を有する者

・ これらと同等以上の資格を有する者と国土交通大臣が認定した者

イ 平成○年度以降に、上記(1)オに掲げる工事の経験を有する者であること。

ウ 監理技術者にあっては、監理技術者資格証及び監理技術者講習修了証を有する

者であること。

３ 参加表明書の提出内容

(1) ２(1)オに掲げる資格があることを判断できる同種の工事(業務)の施工実績(業務

の実績)（施工実績(業務実績）として記載する件数は、１件でよい 。）

(2) ２(2)に掲げる資格があることを判断できる配置予定の技術者の資格及び工事(業

務)の経験等

なお、配置予定の技術者の同種の工事(業務)等の経験の件数は１件でよく、予定

者として複数の候補技術者を記載してもよい。また、同一の技術者が重複して複数

工事の配置予定の技術者とすることは差し支えないものとするが、他の工事を落札

したことにより配置予定の技術者を配置できなくなったときは、直ちに当該企画競

争資料又は企画競争提案書の取下げを行うこと。他の工事を落札したことにより配

置予定の技術者を配置できないにもかかわらず契約した場合においては、指名停止



措置要領に基づく指名停止を行うことがある。

(3) ３(1)及び(2)の施工実績として記載した工事に係る契約書の写し又は当該施工実

績を証明する資料。ただし、当該工事(業務)が、財団法人日本建設情報総合センタ

ーの「工事実績情報サービス （CORINS）に登録されている(業務においては、TECR」

IS又はPUBDIS)場合は、契約書の写し又は当該工事実績(業務実績)を証明する資料

を提出する必要はない。

(4) 書式は別紙様式第１～別紙様式第４を参考に作成し、○部提出すること。

４ 手続等

(1) 説明書の交付期間、交付場所及び方法

ア 期間 平成○年○月○日（○）から平成○年○月○日（○）まで（行政機関の

休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１条第１項に規定する行政機

関の休日（以下「行政機関の休日」という ）を除く）の毎日、午前○時か。

ら午後○時まで。ただし、正午から午後１時までの間を除く。

イ 場所 ○○防衛局総務部契約課

住所

電話 ○○○－○○○－○○○○

(2) 参加表明書提出手続き

参加表明書は 「参加表明書作成要領」に基づき作成し、提出期限までに提出先、

まで持参するものとする（郵送又は電送は受け付けない 。。）

ア 提出先 上記(1)イと同じ

イ 提出期間 平成○年○月○日（○）から平成○年○月○日（○）まで（行政機

関の休日を除く）の毎日、午前○時から午後○時まで。ただし、正午

から午後１時までの間を除く。

ウ 参加表明書を提出する場合は、返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を

記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金（380円）の切手を貼付した長３号

封筒を技術資料と併せて提出すること。

５ 企画競争の資料提出を要請する候補者の選定

上記３の提出資料について審査を行い、企画競争の候補者として選定した者には、

企画提案の提出要請書をもって通知する。また、候補者以外の者には、選定されなか

った旨を通知する。

６ 選定されなかった者に対する理由の説明

(1) 参加表明書を提出した者のうち、企画競争の候補者として選定されなかった者に

対しては、選定されなかった旨と、その理由（非選定理由）を書面（非選定通知

書）でもって、支出負担行為担当官から通知する。

(2) 上記(1)の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（行政機関

の休日を除く ）以内に、書面（様式は自由）により、支出負担行為担当官に対し。



て非選定理由について説明を求めることができる。

(3) 上記(2)の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して10日以

内に書面により行う。

(4) 非選定理由の説明書請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりである。

ア 受付場所 ４(2)の提出先と同じ

、イ 受付時間 行政機関の休日を除く毎日、午前○時から午後○時まで。ただし

正午から午後１時までの間を除く。

７ 苦情申し立て

(1) ６(3)の説明に不服がある者は、非選定理由の説明に係る書面を受けとった日か

ら１０日（行政機関の休日を除く ）以内に、書面により支出負担行為担当官に対。

して再苦情の申立てを行うことができる。

(2) (1)の申立てについては、入札監視委員会において審議を行う。

(3) (1)の申立ての提出場所及び提出時間等

ア 提出場所 ４(2)に同じ

、イ 提出時間 行政機関の休日を除く毎日、午前○時から午後○時まで。ただし

正午から午後１時までの間を除く。

ウ その他 書面（書式は自由）は持参するものとし、郵送又は電送によるものは

受け付けない。

(4) (1)の申立てに関する手続等を示した書類等の入手先 ４(2)に同じ

８ 参加表明書の提出にあたっての留意事項

(1) 参加表明書に虚偽の記載をした場合には、参加表明書を無効とするとともに、虚

偽の記載をした者に対して指名停止の措置を行うことがある。

(2) 参加表明書の作成、提出に要する費用は、提出者の負担とする。

(3) 提出された参加表明書は返却しない。

なお、提出された参加表明書は、契約の候補者の選定以外に提出者に無断で使

用しない。

。(4) 参加表明書提出後、原則として参加表明書に記載された内容の変更を認めない

また、参加表明書に記載した配置予定の技術者は、原則として変更できない。ただ

し、病休、退職、死亡等のやむをえない理由により変更を行う場合には、同等以上

の技術者であるとの発注者の了解を得なければならない。

なお、複数名記載する事は差し支えない。

(5) 契約の候補者の選定後、発注者支援データベース・システム等により配置予定の

監理技術者の専任制違反の事実が確認された場合、契約を結ばないことがある。た

だし、病休、退職、死亡等極めて特別な場合でやむを得ない理由により、配置技術

者の変更を行う場合には、２(2)に示す資格と同等以上の者を配置しなければなら

ない。

(6) 使用する書類の形式はＡ－４縦を基本とする。



９ その他

(1) 特記仕様書などの資料について

本工事(業務)に関する見積に必要な資料（仕様書、図面等）については、企画提

案について審査の上、契約候補者の指名を受け、かつ「秘密保全に関する誓約書」

を提出した者に貸出すものとする。

なお、貸出しした資料については見積り合わせを行った後、速やかに返却するも

のとする。

(2) 見積り合わせについて

見積り合わせは、秘密保全の観点から企画競争の結果、秘密の保全について最も

優秀な契約候補者と行うものとする。ただし、見積り合わせを行った結果、評価が

最も優秀な者が辞退した場合に限り、企画競争資料の内容から当該業務の適正な遂

行及び秘密保全を適正に行い得ると判断できる者のうち、次順者を契約候補者とし

て選定し、見積依頼を行う場合がある。

(3) 特約条項について

本工事（業務）の工事請負契約書（設計等技術業務委託契約書）に秘密の保全に

係る特約条項及び違約金に関する特約条項を付するものとする。

(4) 下請負の契約について

本工事(業務）の受注者が本工事(業務）の一部を第三者に下請負(再委託）させ

る場合は、当該下請負者（当該再委託等先）が支出負担行為担当官等と秘密保全に

関する規定を含む契約を締結しなければならない。



付紙第２

参加表明書作成要領（例）

「○○○（○○）○○○○工事（仮称 」の工事の請負に係る参加を希望する者は、）

下記の要領に基づき、参加表明書及び資料を作成のうえ、各○部提出すること。

記

１ 参加表明書（別紙様式第１）

住所、商号又は名称及び代表者氏名等を記載するとともに代表者印を必ず押印のう

え、提出すること。

２ 会社内における秘密の保全体制（別紙様式第２）

貴社が組織内に設置又は本工事契約前に設置することが可能な、秘密の保全に係る

責任体制等について記載すること。

なお、文章による表現を主とするが、補足的な図表（概念図含む）の使用は差し支

えない。

３ 同種工事の施工実績（別紙様式第３）

貴社が元請として施工実績のある同種の工事について記載すること。

(1) 同種の工事とは次の事項を満足するものをいう。

・ 参考例）床面積○○○㎡以上の電磁シールド室新設を含む工事（

(2) 記載する工事は、平成○年度以降に完成した工事の中から、代表的なものを１件

記載すること。

なお、同種の工事等の判断が難しい場合は３件程度まで記載しても可とする。

ただし、記載する優先順位は次のとおりとする。

ア 国の発注工事の施工実績

イ 公団等の発注工事の施工実績

ウ 地方公共団体の発注工事の施工実績

エ 民間の発注工事の施工実績

(3) 「工事場所」は、都道府県名、市町村名を記載する。

(4) 「契約金額」は、百万円単位で記載する。

(5) 「工期」は、契約書に基づき記載する。

、(6) 「受注形態」は、単体若しくは共同企業体の別を記載し、共同企業体の場合は

当該企業体の名称と出資比率を記載する。

(7) 「工事概要」は、構造形式、規模・寸法、使用機材・数量、施工条件についてそ

れぞれ簡潔に記載する。



(8) 特筆する事項がある場合は、その他の欄に記載する。

４ 配置予定の技術者の資格・工事実績（別紙様式第４）

貴社が本工事を請け負うこととした場合、実際に配置可能な主任技術者又は監理技

術者を記載すること。

(1) 配置予定の技術者の同種の工事等の経験は１件でよく、また、予定者として複数

の候補者を記載してもよい。

なお、同一の技術者が重複して複数工事の配置予定の技術者とすることは差し支

えないものとするが、他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置でき

なくなったときは、入札してはならず、提案書を提出した者は、直ちに当該提案書

の取下げを行うこと。他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置でき

ないにもかかわらず入札した場合においては、指名停止措置要領に基づく指名停止

を行うことがある。

(2) 「最終学歴及び実務経験年数」は、学校名、学科名及び卒業年次、卒業後の実務

経歴を記入し、主任技術者の資格を有することが確認できるように記載すること。

「法令による資格・免許」は、本工事の主任技術者又は監理技術者として配置を

予定されている者が取得している資格等（一級建築士等）を適宜記載する。その他、

資格として取得したものがあれば、適宜記載する。

最終学歴及び実務経験年数は、資格・免許により要件を満たす場合記入しないこ

と。

(3) 「工事場所」は、都道府県名、市町村名、地区地番を記載する。

(4) 「契約金額」は、百万円単位で記載する。

(5) 「工期」は、契約書に基づき記載する。

(6) 「受注形態」は、単体若しくは共同企業体の別を記載し、共同企業体の場合は、

当該企業体の名称と出資比率を記載する。

(7) 「従事役職」は、当該工事で技術者として従事した役職名を記載する。

(8) 「 登録の有無」は当該工事が、 に登録されている場合は、登CORINS CORINS
録番号を記載する。

。(9) 「工事概要」は、建物用途、構造、延床面積、建築物の高さについて記載する



付紙第３

○○(○件名○)○○○ 企画競争資料提出要請書(例)

御社の参加表明書を審査した結果、企画競争資料の提出をしていただきたく要請しま

す。

１ 工事(業務)の概要

(1) 工事名称 ○○○（○○）○○○○○○○（仮称）

(2) 工事場所 ○○○○○

(3) 工事概要（参考例）

・構 造 新設建物 ○○造

・規 模 新設床面積 約○○○㎡

・用 途 ○○○

・内 容 本件工事は、新設建物内部の電磁シールド室設置、約○○㎡

(4) 工 期 平成○○年○○月○○日まで

２ 企画競争資料の作成及び提出

(1) 基本事項

本工事（業務）の企画競争は、その内容に秘密に関する情報があることから 、、

受注者が秘密の保全上支障がないか確認を行い、保全対策が最も優れた者を契約候

補者とするため行うものである。

(2) 本工事に参加を希望する者は、次に掲げる資料（以下「企画競争資料」とい

う ）を提出しなければならない。。

ア 会社内における秘密の保全体制

なお、現時点で保全体制を有していない場合、その旨を明記のうえ、契約締

結前までに整備する保全体制について記載する。

イ 作業計画書

(ｱ) 作業計画書は、下表(ｲ)の項目を中心として作成すること。

なお、作業計画書は「建設工事に係る秘密保全対策ガイドライン(案)(平成

２１年８月 」に基づき作成するものとする。ガイドラインは以下のURLから入）

手すること。

http://www.○○○



(ｲ) 作業計画書の評価基準

作業計画書の評価項目、判断基準、並びに評価のウェートは、次のとおりで

ある。

評価の
評価項目 評価の着眼点 判断基準(各事項についての具体的記載

ウェートがあること)

特定資料、 非常事態発生時の対 特定資料及び特定図面等（以下「特定資 ２

特定図面等 処要領 料等」という ）の散逸防止対策。

の管理の実 避難時の特定資料等の処置

施体制 簿冊の作成・記録・ 責任の所在の明確化 ２

保管要領 特定資料等の移動状況の把握

特定資料等の複製・ 複製の実施場所及び構造

４管理・破棄 複写の方法

複製した特定図面等の管理

複製した特定図面等の破棄 １７

２伝達・送達・要領 供覧・貸出の実施場所及び手順

供覧・貸出後の点検、確認

授受した特定資料の点検・確認

授受・保管 ３保管方法

保管状態の点検、報告

検査事項の明確化、報告方法 ２

検査回数等の設定
保全検査要領

返却・破棄要領 不要となった特定図面等の破棄 ２

契約完了に伴う特定資料等の返却及び提

出

現場管理の 立入禁止区域の管理 警備員の配置

実施体制 ・立入要領 入場規制の具体的対策

５施錠の要領

立入者の記録

立入識別章(バッチ、腕章等)

下請負要領 下請負業者の管理方法(再委託業者の管

理方法) ９

下請負業者（再委託業者）への特定図面

４等の貸与条件

下請負業者に対する図面貸与契約及び特

約条項添付の義務

下請負業者の関係社員以外への秘密事項

伝達の禁止



機器持ち込 携帯型情報通信・記 持ち込みを禁止する場所

み制限 録機器(携帯電話、

携帯情報端末、映像 持ち込み禁止場所の通知方法

走査器、写真機、録 持ち込みの許可

音機、ビデオカメラ 携帯電話の保管について ６ ６

等、通話、記録など 携帯型情報通信・記録機器等不所持の確

の機能を有する機 認

器)の持ち込み制限 持ち込みを禁じた携帯型情報通信・記録

機器等の措置について

秘密に係る システム管理の責任体制(各個人の責任

電子情報の の明確化）

保全の実施 電子情報システムの システム利用記録の作成・保管

体制 管理 ネットワークのセキュリティ対策 ５

秘密の情報を取り扱うシステムと他のシ

ステムとの接続禁止

可搬記憶媒体の取扱い

情報利用者の指定、制限 １２

電子情報の管理 情報の保全検査体制

情報のバックアップ及び保全措置 ４

電子情報が保存された可搬記憶媒体の管

理方法

記憶媒体等の物理的破壊方法

印字出力された文書、図面の破棄要領 ３
電子情報の破棄

可搬記憶媒体の物理的破壊方法

秘密保全教 工事関係者に対する 関係社員の選任条件

育の実施体 秘密保全教育要領 下請けを含めた教育体制の明確化 ３ ３

制 年間計画の設定

保全事故に 保全事故の対応状況 文書・可搬記憶媒体の紛失に係る対応

係る報告事 情報流出又はそれらの疑い若しくはおそ ３ ３

項 れに対する対応

事故発生時の連絡体制

ヒアリング 取組姿 業務への取 特定テーマに関する補足内容が明確で、

勢 組意欲 工事に対する質問もあり、取組意欲が強 １０

く感じられる場合に優位に評価する。 ２０

ｺﾐｭﾆｹｰ 質問に対す 質問に対する応答が明快かつ迅速な場合 １０

ｼｮﾝ力 る応答性 に優位に評価する。



特定テーマ 特定テーマ１ 電磁シールド工事に係る基本的留意事項

に対する作 電磁シールド工事に 設備機器等とシールド材料の接続部の確 １０

業計画(シー 係る施工上の留意事 認方法

ルド工事の 項 その他

場合の一例) 特定テーマ２ 既存構造体とシールド材料の接続方法

既存施設内部に電磁 既存構造体とシールド材料の接続箇所の

シールド室を増設す 性能確認方法 １０ ３０

る際の、シールド性 その他

能確保に係る施工上

の留意事項

特定テーマ３ 工程管理

既存施設内部に電磁 シールド材料(部材)のプレファブ化

シールド室を増設す その他 １０

る際の、工期の合理

的な短縮方法につい

て

(3) 企画競争資料は 「企画競争資料作成要領」に基づき作成し、提出期限までに提、

出先まで持参するものとする（郵送又は電送は受け付けない 。。）

(4) 提出先 ○○防衛局総務部契約課

住所

電話 ○○○－○○○－○○○○

(5) 提出期間 平成○年○月○日（○）から平成○年○月○日（○）まで（行政機関

の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１条第１項に規定する

。 。 、行政機関の休日（以下「行政機関の休日」という ）を除く ）の毎日

午前○時から午後○時まで。ただし、正午から午後１時までの間を除

く。

(6) 企画競争資料を提出する場合は、返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を

記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金（380円）の切手を貼付した長３号封

筒を技術資料と併せて提出すること。

３ 企画競争資料作成要領の交付期間、交付場所及び方法

(1) 期間 平成○年○月○日（○）から平成○年○月○日（○）まで（行政機関の休

日を除く ）の毎日、午前○時から午後○時まで。ただし、正午から午後１。

時までの間を除く。

(2) 場所 ２(4)と同じ

４ 企画競争資料の審査等



提出された企画競争資料は次の項目について審査する。

(1) 会社内における秘密の保全体制

(2) 作業計画書

(3) その他

５ ヒアリング

(1) 提出された企画企画競争の資料について、以下のとおりヒアリングを行う。

ア 実施場所：○○防衛局 ○階 ○会議室

イ 実施日時：平成○年○月○日～平成○年○月○日

ウ ヒアリングの時間は協議の上、決定する。

エ 出席者：主任技術者又は監理技術者

。(2) ヒアリングでは企画競争資料に記載された以下の事項について質疑応答を行う

ア 会社内における秘密の保全体制について

イ 作業計画書に記載された事項について

(3) ヒアリング時の追加資料は受理しない。

６ 契約候補者の選定

上記４及び５の審査により、契約候補者として選定した者には、選定通知書をもっ

て通知する。また、候補者以外の者には、選定されなかった旨を通知する。

７ 選定されなかった者に対する理由の説明

(1) 企画競争資料を提出した者のうち、契約候補者として選定されなかった者に対し

ては、選定されなかった旨と、その理由（非選定理由）を書面（非選定通知書）で

もって、支出負担行為担当官から通知する。

(2) 上記(1)の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（行政機関

の休日を除く ）以内に、書面（様式は自由）により、支出負担行為担当官に対し。

て非選定理由について説明を求めることができる。

(3) 上記(2)の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して10日以

内に書面により行う。

(4) 非選定理由の説明書請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりである。

ア 受付場所 ２．(4)の提出先と同じ

、イ 受付時間 行政機関の休日を除く毎日、午前○時から午後○時まで。ただし

正午から午後１時までの間を除く。

８ 苦情申立て

(1) ７(3)の説明に不服がある者は、非選定理由の説明に係る書面を受けとった日か

ら７日（行政機関の休日を除く ）以内に、書面により支出負担行為担当官に対し。

て再苦情の申立てを行うことができる。

(2)上記(1)の申立てについては、入札監視委員会において審議を行う。



(3)上記(1)の申立ての提出場所及び提出時間等

ア 提出場所 ３(3)に同じ

、イ 提出時間 行政機関の休日を除く毎日、午前○時から午後○時まで。ただし

正午から午後１時までの間を除く。

ウ その他 書面（書式は自由）は持参するものとし、郵送又は電送によるものは

受け付けない。

(4)上記(1)の申立てに関する手続等を示した書類等の入手先 ２(4)に同じ

９ 企画競争資料の提出にあたっての留意事項

(1) 企画競争資料に虚偽の記載をした場合には、企画競争資料を無効とするとともに、

虚偽の記載をした者に対して指名停止の措置を行うことがある。

(2) 企画競争資料の作成、提出及びヒアリングに要する費用は、提出者の負担とする。

(3) 提出された企画競争資料は返却しない。

なお、提出された企画競争資料は、契約候補者の選定以外に提出者に無断で使

用しない。

(4) 企画競争資料提出後、原則として企画競争資料に記載された内容の変更を認めな

い。

(5) 使用する書類の形式はＡ－４縦を基本とする。



付紙第４

企画競争資料作成要領（例）

「○○○（○○）○○○○工事（仮称 」の工事の請負に係る契約の締結を希望する）

者は、下記の要領に基づき、下記資料を作成のうえ、各○部提出すること。

記

１ 企画競争資料表紙（別紙様式第５）

２ 秘密文書、図面等の管理の実施体制（別紙様式第６）

提案内容は、対応する様式に指定した頁数以内に記載すること。

なお、提案書中には、応募者名が類推できるような記載は認めない。また、文章に

よる表現を主とするが、補足的な図表（概念図含む）の使用は差し支えない。

３ 現場管理の実施体制（別紙様式第７）

２と同様とする。

４ 機器持ち込み制限（別紙様式第８）

２と同様とする。

５ 秘密に係る電子情報の保全の実施体制（別紙様式第９）

２と同様とする。

６ 秘密保全教育の実施体制（別紙様式第10）

２と同様とする。

７ 保全事故に係る報告事項（別紙様式第11）

２と同様とする。

８ 特定テーマに対する作業計画（別紙様式第12）

２と同様とする。

９ 企画競争資料に関する問い合わせ先

○○防衛局総務部契約課

電話 ○○○－○○○－○○○○（ダイヤルイン）



付紙第５

秘密の保全に関する誓約書

１ 貸与された秘文書等（秘密に指定された文書又は図面等をいう。以下同じ ）及び。

その内容については、○○（○）○○○○○に係る技術提案書の作成及び見積作業の

業務に従事する者（以下「関係社員」という ）以外の目に触れること及び伝達され。

ることがないよう、秘密の保全に関して厳重な管理を行います。

２ 貸与された秘文書等は、複製及び転記等して保存しません。

３ 貸与された秘文書等は、緊急時を除き、社外に持ち出しません。

４ 貸与された秘文書等は、以下により返却します。

⑴ 技術提案が適性と認められなかった場合は、理由について説明を求めることがで

きる最終日以降、速やかに返却します。

、 。⑵ 技術提案の提出を辞退又は見積合わせ前に辞退した場合は 速やかに返却します

⑶ 弊社又は他社が落札決定し契約を締結した場合は、速やかに返却します。

⑷ ⑴～⑶によらず、支出負担行為担当官等から返却を求められた場合は、速やかに

返却します。

⑸ 返却にあたっては、弊社事業所において、支出負担行為担当官等が指名する者に

手渡しします。

５ 貸与された秘文書等の漏えい、紛失、破損等の事故が発生し、又はそれらの疑い若

しくはおそれがあったときは、適切な措置をとり、その詳細を直ちに発注者に報告し

ます。また、その後に防衛省の調査又は検査が行われるときは、これに協力します。

６ 関係社員の故意又は過失により、貸与された秘文書等又はその内容を漏えいしたこ

とにより、国に損害を生じさせたときはその損害の賠償に応じます。

７ この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被るこ

ととなっても、異議は一切申し立てません。

秘文書等の貸与を受けるにあたり、上記について遵守する旨誓約いたします。

年 月 日

支出負担行為担当官

○○防衛局長

○○ ○○ 殿

○○○県○○市○○○－○－○

○○○○株式会社

代表取締役 ○○ ○○



付紙第６
企画競争による随意契約の流れ

後日通知する「手続き開始の公示(案)・企画競争資料作成要領」に基づ
き、細部事項を契約担当官が制定

手続き開始の公示（交付開始）
参加表明書受付

１０日以上

参加表明書提出期限

２～３日

競争参加資格・指名審査委員会の開催(審査) 標準１４日

企画競争資料の提出依頼先を選定

１～２日

(選定通知)

企画競争資料提出要請書の交付

内容に応じ１０～２０日

企画競争資料提出期限

１０～２０日 （内容に応じヒアリング）

競争参加資格・指名審査委員会の開催（審査） 標準
４０日

（選択交渉権の決定） ～５０日

１～２日

契約候補者への選定通知

通知後速やかに

秘に関する誓約書の提出
(見積に必要な資料（仕様書等）の提供及び貸与)

※標準１０日

見積り合わせ（随意契約）

契 約 （特約条項及び違約金条項添付）



付紙第７

特定費目の代金の確定に関する特約条項

発注者及び受注者は、特定費目の代金の確定に関し、次の特約条項を定める。

（特定費目の代金の確定）

第１条 受注者に支払われる業務委託料のうち別表の要確定費目金額表に掲げる費目

（以下「特定費目」という ）に係るものは、この特約条項の定めるところに従い、。

確定するものとする。

２ 特定費目の数量、単価又は金額の合計額その他必要な事項は、要確定費目金額表に

定めるところによる。

（代金の確定）

第２条 受注者が、この契約の履行のために支出し、又は負担した特定費目に係る費用

の金額（以下「実績額」という ）の合計額が特定費目の金額の合計額に達しない場。

合は、その差額相当額を業務委託料から減額した金額をもって受注者に支払われる代

金として確定する。

２ 前項の規定による代金の確定は、履行期日の○日前までに行うものとする。

３ 発注者及び受注者は、第１項の規定により業務委託料から減額した金額をもって代

金を確定する場合は業務委託料を当該金額に変更する措置をとるものとし、業務委託

料をもって代金を確定する場合は業務委託料に増減のない旨を確認する措置をとるも

のとする。

（実績額の報告）

第３条 受注者は、実績額の全部が確定した場合は、速やかに実績額報告書を作成し、

発注者に提出するものとする。

（代金の確定等の特例）

第４条 発注者は、第２条第２項に定める日までに実績額が確定していない特定費目が

ある場合においては、発注者が適当と認める金額を実績額とみなして代金を確定する

ものとし、受注者に通知するものとする。

（要確定費目金額表の変更）

第５条 発注者及び受注者は、要確定費目金額表に係る特定費目若しくは、品目及び数

量を変更又はこれにより難い場合は、特定費目の代金の確定に先だち、その措置につ

いて協議するものとする。

注１ 第１条第１項に規定する別表の要確認費目金額表は、業務完了後に精算が必要

となる費目及びその金額について、受発注者間で協議し、合意した内容により作成

すること。

注２ 第２条第２項は、実績額が確定しない場合があることを考慮した上で履行期間

内に変更契約を締結することができる日付を記載すること。



（別紙様式第１）

（用紙Ａ４）

（表紙記載例）

参加表明書

平成○○年○○月○○日

○○防衛局長 殿

平成○年○月○日付けで手続き開始の公示のありました□□□□□□□□□□

（(注)件名記入）に係る企画競争に参加を希望しますので、関係書類とともに提出

いたします。

なお、予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること、

並びに参加表明書の内容については事実と相違ないことを誓約致します。

平成○年○月○日

□□□□□会社□□□支店長

□ □ □ □ 印

作成責任者

□□□□□会社□□□支店 □□課 □□□□

ＴＥＬ ○○○－○○○－○○○○

ＦＡＸ ○○○－○○○－○○○○



（別紙様式第２）

（用紙Ａ４）

会社内における秘密の保全体制



（別紙様式第３）

（用紙Ａ４）

同 種 の 工 事 の 施 工 実 績

会社名

工 事 名

工

発 注 機 関 名

事

工 事 場 所 (都道府県名、市町村名を記入する。)

名

契 約 金 額 (百万円単位で記入する。)

称

工 期 年 月～ 年 月

等

受 注 形 態 等 単体／ＪＶ（出資比率）

構 造 形 式

工 規 模 ・ 寸 法

事 使用機材・数量

概 施 工 条 件 (市街地・軟弱地質等)

要

そ の 他



（別紙様式第４）
（用紙Ａ４）

配 置 予 定 の 技 術 者

会社名

項 目 主任技術者又は監理技術者

氏 名

最 終 学 歴

法 令 に よ る

資 格 ・免 許

工 事 名

発 注 者 名

工 事 場 所 （都道府県名、市町村名を記入する ）。

工事概要 契 約 金 額 （百万円単位で記入する）

工 期 平成○年○月 ～平成○年○月

従 事 役 職 （現場代理人、主任（監理）技術者等の名称）

工 事 内 容

CORINS登録の有無 有（CORINS登録番号） 無

工 事 名

発 注 者 名

工 期 平成○年○月 ～平成○年○月
申請時に

従 事 役 職 （現場代理人、主任（監理）技術者等の名称）
おける他

工事の従
本 工 事 と 重

事状況等 複 す る 場 合
の 対 応 措 置

CORINS登録の有無 有（CORINS登録番号 ） 無

※最終学歴及び職歴の欄は、建設業法第７条第２号の規定する学歴・実務要件が確認出来ること。
なお、資格・免許により資格を要する場合は記入しないこと。

※複数名提出する場合別様で提出すること。



（別紙様式第５）

（用紙Ａ４）

（表紙記載例）

□□□□□□□□□□工事・企画競争資料

（(注)工事名記入）



（別紙様式第６）

（用紙Ａ４）

秘密文書、図面等の管理の実施体制（３頁以内）



（別紙様式第７）

（用紙Ａ４）

現場管理の実施体制（３頁以内）



（別紙様式第８）

（用紙Ａ４）

機器持ち込み制限（３頁以内）



（別紙様式第９）

（用紙Ａ４）

秘密に係る電子情報の保全の実施体制（３頁以内）



（別紙様式第１０）

（用紙Ａ４）

秘密保全教育の実施体制（３頁以内）



（別紙様式第１１）

（用紙Ａ４）

保全事故に係る報告事項（３頁以内）



（別紙様式第１２）

（用紙Ａ４）

特定テーマに対する作業計画

特定テーマ１：電磁シールド工事に係る施工上の留意事項（３頁以内）

（シールドルームの場合の例）



（別紙様式第１２）

（用紙Ａ４）

特定テーマに対する作業計画

特定テーマ２：新設建物内部に電磁シールド室を設置する際の、シールド

性能確保に係る施工上の留意事項（３頁以内）

（シールドルームの場合の例）



（別紙様式第１２）

（用紙Ａ４）

特定テーマに対する作業計画

特定テーマ３：新設建物内部に電磁シールド室を設置する際の、工事の合

理的な短縮方法について（３頁以内）

（シールドルームの場合の例）



属表第１

秘 密 事 項 を 含 む 文 書 等 管 理 表
（事案名称： ）

会社名
責任者 印

貸 出 返 却
文書等の 番号
名 称

貸出先 受領者 貸 出 貸出予定 確認者 返 却 返却実施者 受領者
印 年月日 期間 印 年月日 印 印(企業名等)

※上表については以下の場合について記入すること。
貸出：乙が貸与された図面を乙以外の企業等へ貸出す場合。
返却：乙が他の企業等に貸与した図面が返却された場合。


